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基づく歳入歳出決算

の仕分け・分析 



[AGNHY203]

平成３０年度 ３頁

決算収支の状況 都道府県名 東京都

団体コード １３２０８０ 団  体  名 調布市

表番号 ０２ (単位：千円)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

区　　　    　分 行 歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引
翌年度に繰り
越すべき財源

実 質 収 支 単 年 度 収 支 積 立 金 繰 上 償 還 金
積　 立　 金
取 崩  し 額

実質単年度収支

           (A)            (B)   (A)-(B)  (C)            (D)            (E)              (F)              (G) (H)            (I)              (J)

平成30年度 0 1 95,256,222 90,650,376 4,605,846 1,121,772 3,484,074 △353,727 631,886 2,732,000 △2,453,841

平成29年度 0 2 91,407,686 86,930,454 4,477,232 639,431 3,837,801 504,027 1,037,738 470,000 1,071,765

(C)－(D)
(F)+(G)+(H)-(I) 



　（１）収　　支 （単位：千円）

翌 年 度 へ 繰 り 越
す べ き 財 源 　 　

対前年度増減 3,848,536 3,719,922 128,614 482,341 △ 353,727 △ 857,754 △ 3,525,606

※特徴点は、増減の主な要因等、構造的なもの、単年度限りのものについてもできる限り具体的に記載すること。（例）「○○費が□□％増になった」だけでなく、その要因等も具他的に記載すること。

団 体 名 調布市

２　平成30年度決算にあらわれた特徴点

4,477,232 3,837,801

特　徴　点

639,431 504,027 1,071,765平 成 29 年 度 91,407,686 86,930,454

平 成 30 年 度 95,256,222 90,650,376 4,605,846

単　年　度　収　支 実 質 単 年 度 収 支

1,121,772 3,484,074 △ 353,727 △ 2,453,841

区分 歳　　入　　総　　額 歳　　出　　総　　額 歳 入 歳 出 差 引 額

【今後の財政展望】
　令和元年度から４年度までの新たな基本計画に基づき，各事業を推進していく。今後の財政需要として，引き続き増加が見込まれる社会保障関係経費や保育園関係経費への対応，公共施設マネジメント，都市基盤の整
備など多大な財政需要が見込まれる。一方，市税等一般財源においては，法人市民税の一部国税化やふるさと納税による減収影響があることなどから，今後の大幅な伸びは見込めないため，歳入確保と経費縮減の両面
から不断の見直し・改革・改善に取り組み，計画的で健全性を維持した財政運営を推進する必要がある。

【決算の概況】
　平成30年度は，修正基本計画の最終年度であり，計画に位置付けた「強いまち」「安心して住み続けられるまち」「利便性が高く快適で豊かなまち」「うるおいのあるまち」の４つの視点による重点プロジェクト事業をはじめと
する基本計画事業の目標達成に向けた着実な推進や，市民の安全・安心の確保や市民生活支援等の継続的な取組を行った。
　決算の概況としては，歳入は，納税義務者数の増に伴い個人市民税は増となったものの，法人市民税においては一部法人における事業年度の変更に伴い減となったことから，市税総体としては前年度と比較して減と
なった。一方の歳出は，保育所増設に伴う保育所運営経費の増や，中心市街地駅前広場整備費，新クリーンセンターの建設工事費の増などにより増となった。実質収支は34億円余を確保したものの，単年度収支及び実
質単年度収支はマイナスとなった。実質単年度収支が大きくマイナスとなった要因は，法人市民税の減収対応や，財政調整基金から他基金への積替えといった特殊要因により，財政調整基金の取崩し額が増加したため
である。その他，平成30年度においても，今後の財政需要の備えとして，引き続き，前年度繰越金等を活用した基金積立てを行い，財政基盤の強化に努めた。

【歳入の状況】
　歳入決算額は952億5,000万円余で，前年度と比較して38億4,000万円余，4.0％の増となった。歳入の根幹を成す市税収入では，個人市民税は納税義務者数の増に伴い増となったものの，法人市民税においては一部法
人における事業年度の変更に伴い減となったことから，前年度と比較して減となった。その結果，市税総体では前年度と比較して13億9,000万円余の減となった。また，各種交付金では，清算基準の見直しにより地方消費
税交付金が大幅減となったことから，総体として8億円余の減となった。市税の収納対策では，行革プランに基づき，収納率の維持向上に努めた結果，前年度と比較し0.1ポイント上昇の98.4％を確保した。

【歳出の状況】
　歳出決算額は906億5,000万円余で，前年度と比較して，37億1,000万円余，4.1％の増となった。主な内容として，経常経費では，待機児童対策として認可保育所を平成30年度に10園開設したことにより，保育所運営経費
が大きく増となったほか，障害者福祉サービス費などの社会保障関係経費が引き続き増となった。臨時的経費においては，中心市街地駅前広場整備費のほか新クリーンセンター建設工事費，神代中学校増築工事費など
が増となった一方，保育園新設に係る施設整備助成費が減となっている。

【主要事業の状況】
　平成29年度から着手した新クリーンセンターの整備，移転が完了した。また，市庁舎免震改修工事については平成30年度から工事に着手し，令和2年度に整備が完了する予定である。小・中学校施設については，特別教
室の空調整備が完了したほか，校舎の外壁・屋上防水・受変電設備等の老朽化対策工事，校舎の増築工事等を実施した。また，ラグビーワールドカップ，東京2020大会に向けた競技会場周辺の環境整備や，中心市街地
等の都市基盤整備を引き続き行っている。

実　　質　　収　　支



[AGNHY204]

平成３０年度 ４頁

繰越額等の状況 都道府県名 東京都

団体コード １３２０８０ 団　体　名 調布市
表番号 ０３

（単位：千円）
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

 　　　の　　　内　　　訳

区　　　          　分 行
継　続　費
逓次繰越額

繰越明許費
繰　越　額

 事 故 繰 越
 繰  越   額

4 事業繰越額 5 支払繰延額
合      計
(1～5)

未    収    入
特  定  財  源

国 庫 支 出 金 地 方 債 そ の 他

翌年度に繰り
越すべき財源

ａ b a - b

1 人 件 費 0 1

2 普 通 建 設 事 業 費 0 2 1,338,390 19,036 1,357,426 318,458 123,383 107,000 88,075 1,038,968

(1) 補 助 事 業 費 0 3 249,969 249,969 225,473 123,383 42,000 60,090 24,496

(2) 単 独 事 業 費 0 4 1,088,421 19,036 1,107,457 92,985 65,000 27,985 1,014,472

(3) 県 営 事 業 負 担 金 0 5

3 災 害 復 旧 事 業 費 0 6

(1) 補 助 事 業 費 0 7

(2) 単 独 事 業 費 0 8

4 そ の 他 0 9 82,804 82,804 82,804

合 計 (1 ～ 4) Ａ 1 0 1,421,194 19,036 1,440,230 318,458 123,383 107,000 88,075 1,121,772

未 収 入 特 定 財 源 Ｂ 1 1 318,458 318,458

翌 年 度 に 繰 り越 す べ き 財 源
1 2 1,102,736 19,036 1,121,772

Ａ Ｂ

1 2 3

ｂ

－



３.繰越事業費の調（０３表関係）  

（単位：千円）　　

翌 年 度 へ

繰越すべ

国　庫 都 地方債 その他 き財源

特定財源 支出金 支出金

Ａ Ｂ A-B

明許 市庁舎設備整備事業費 47,801 47,801
市庁舎の整備工事の完了が見込めないため
（公共工事前倒しによる市内事業者受注機会確保）

明許 防犯設備整備事業費 5,300 5,300 防犯設備の整備完了が見込めないため

明許 市民プラザあくろす施設改修事業費 39,240 13,000 13,000 26,240
市民プラザあくろすの改修工事の完了が見込めないため
（公共工事前倒しによる市内事業者受注機会確保）

明許 学童クラブ整備事業費 146,347 34,000 34,000 112,347 学童クラブ整備工事の完了が見込めないため

明許 被災農業者経営体育成支援事業費 6,815 4,871 4,871 1,944 被災農業者への補助金支払完了が見込めないため

明許 市道東45号線整備事業費 10,800 10,800 市道東45号線整備工事の完了が見込めないため

明許 橋りょう整備事業費 77,504 77,504 橋りょう撤去工事の完了が見込めないため

明許 主要市道12号線整備事業費 77,590 77,590 主要市道12号線整備工事の完了が見込めないため

明許 飛田給駅公共通路整備事業費 69,721 69,721 飛田給駅公共通路整備工事の完了が見込めないため

明許 調布駅前広場整備事業費 24,800 24,800 調布駅前広場整備工事の完了が見込めないため

明許 調布駅前広場補償費 311,957 222,270 120,180 60,090 42,000 89,687
対象物件の除却や占有者の移転が年度内に
完了しないため（補償費2割金）

明許 区画道路９号線整備事業費 21,600 21,600 区画道路９号線整備工事の完了が見込めないため

明許 国領歩行者専用道路１号等整備事業費 41,380 7,225 7,225 34,155 国領歩行者専用道路１号等の整備工事の完了が見込めないため

明許 飛田給駅周辺交通環境整備事業費 21,587 21,587 飛田給駅周辺交通環境整備工事の完了が見込めないため

明許 市道南20号線整備事業費 20,500 20,500 市道南20号線整備工事の完了が見込めないため

明許 都市計画道路3・4・26号線補償費 33,221 15,889 15,889 17,332
対象物件の除却や占有者の移転が年度内に
完了しないため（補償費2割金）

明許 鉄道敷地公園整備事業費 3,000 3,000 鉄道敷地公園（西側端部）の設計の完了が見込めないため

種　別 内　　　　　　　容 繰越額 未 収 入 繰　　越　　理　　由
うち社会資本整備
総合交付金のう
ち、旧地域活力基
盤創造交付金



明許 鉄道敷地公園設計費 4,526 4,526 鉄道敷地公園（相模原線）の設計の完了が見込めないため

明許 分譲マンション耐震改修助成金 12,000 12,000
対象物件の耐震改修工事が二年計画であり，
助成金の支払いが完了しないため

明許 緊急輸送道路耐震化促進事業補助金 269,916 269,916
対象物件の設計・工事の完了が見込めず，
補助金の支払いが完了しないため

明許 防火貯水槽整備事業費 21,773 21,773 防火貯水槽整備整備工事の完了が見込めないため

明許 小学校不登校児童適応教室整備事業費 12,398 12,398 小学校不登校児適応教室設計の完了が見込めないため

明許 小学校不登校児童適応教室設備移設事業費 10,800 10,800
小学校不登校児適応教室の設備移設工事の完了が見込めないため
（公共工事前倒しによる市内事業者受注機会確保）

明許 小学校外構改修事業費 25,704 3,203 3,203 22,501 小学校の外構工事の完了が見込めないため

明許 中学校体育館空調整備事業費 104,914 18,000 18,000 86,914 中学校の空調工事の完了が見込めないため

事故 鉄道敷地公園整備事業費 19,036 19,036 鉄道敷地公園（西側端部）の遊具等の整備完了が見込めないため

継続 　　　計

明許 　　　計 1,421,194 318,458 123,383 88,075 107,000 1,102,736

事故 　　　計 19,036 19,036

事業 　　　計

支払 　　　計

　(注)　１．「種別」欄には、継続費逓次繰越「継続」、繰越明許「明許」、事故繰越「事故」、事業繰越「事業」、支払繰延「支払」の別を記入し、

　　　　　それぞれに小計を設けること。

　　　　２．「内容」欄には、事業名（○○設置工事、△△委託等）又は費目等（人件費、過誤納還付金等）を記入すること。

　　　　３．事業繰越及び支払繰延については、内容及び理由を特に詳細に記入すること。

合　　　　　　計 1,440,230 318,458 123,383 88,075 107,000 1,121,772

団 体 名 調布市
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平成３０年度 ５頁
都道府県名 東京都

団体コード １３２０８０ 歳　入　内　訳 団　体　名 調布市

表番号 ０４ (単位：千円)

区 分  行 決　算　額 区 分  行 決　算　額 区 分  行 決　算　額 区 分  行 決　算　額

1 地 方 税 0 1 44,352,156 (1) ① 高 等 学 校 0 1 (31) 21 都 道 府 県 支 出 金 0 2 12,059,632 (1) (2) 0 2 639,431 (33)

2 地 方 譲 与 税 332,846 (2) ② 幼 稚 園 (32) (1) 3,566,817 (2) 26 606,571 (34)

(1) 95,879 (3) ③ そ の 他 (33) ① 1,247,499 (3) (1) 39,756 (35)

(2) (4) (2) 314,277 (34) (4) (2) 151 (36)

(3) (5) (3) 91,232 (35) ② 949,996 (5) (3) (37)

(4) (6) (4) 882,127 (36) ③ 506,100 (6) (4) 27,285 (38)

(5) 236,187 (7) 18 手 数 料 664,239 (37) ④ 59,487 (7) (5) (39)

(6) 780 (8) (1) 32,989 (38) ⑤ (8) ① (40)

3 88,024 (9) (2) 631,250 (39) ⑥ 9,499 (9) ② (41)

4 293,393 (10) 19 国 庫 支 出 金 14,980,733 (40) (ｱ) (10) (6) 19,000 (42)

5 239,648 (11) (1) 4,668,853 (41) (ｲ) (11) (7) 520,379 (43)

6 (12) (2) 2,680,311 (42) (ｳ) 9,499 (12) ① (44)

7 (13) (3) 1,900,266 (43) ⑦ (13) ② (45)

8 3,968,225 (14) (4) 2,390,550 (44) ⑧ (14) ③ 520,379 (46)

9 10,202 (15) (5) (45) ⑨ 794,236 (15) 27 4,612,000 (47)

10 (16) (6) 721,242 (46) (2) 8,492,815 (16) 28 (48)

11 197,392 (17) (7) (47) ① 2,203,312 (17) (49)

12 (18) (8) (48) ② (18) (50)

13 189,451 (19) (9) 68,685 (49) ③ 6,289,503 (19) 歳 入 合 計        ( 1 ～ 28 ) 95,256,222 (51)

14 地 方 交 付 税 51,273 (20) ① (50) 22 財 産 収 入 181,113 (20)

(1) 普 通 交 付 税 (21) ② (51) (1) 19,024 (21) 197,224 (52)

(2) 特 別 交 付 税 50,991 (22) ③ 68,685 (52) (2) 162,089 (22) 1. 189,853 (53)

(3) 282 (23) (10) 財 政 補  給 金 (53) ① 162,059 (23) 2. 968 (54)

15 20,509 (24) (11) 1,407,604 (54) ② (24) 3. 760 (55)

16 1,483,681 (25) (12) (55) ③ 30 (25) (1) (56)

(1) 161,503 (26) (13) (56) 23 寄 附 金 571,717 (26) (2) (57)

(2) 市 町 村 分 賦 金 (27) (14) 12,201 (57) (1) 220,530 (27) (3) (58)

(3) そ の 他 1,322,178 (28) (15) (58) (2) (28) (4) 760 (59)

17 使 用 料 1,287,636 (29) (16) そ の 他 1,131,021 (59) (3) 351,187 (29) 4. (60)

(1) 授 業 料 (30) 20 (60) 24 繰 入 金 4,588,549 (30) 5. (61)

25 繰 越 金 4,477,232 (31) 6. 5,643 (62)

(1) 純 繰 越 金 3,837,801 (32) 7. (63)

普通建設事業費支出金

災害復旧事業費支出金

児童保護費等負担金

普通建設事業費支出金

災害復旧事業費支出金

普 通 建 設 事 業

災 害 復 旧 事 業

電 源 立 地 地 域 対 策
交 付 金

石 油 貯 蔵 施 設 立 地
対 策 等 交 付 金

都道府県費のみのもの

同級他団体からのもの

民 間 か ら の も の

繰 越 事 業 費 等 充
当 財 源 繰 越 額

延滞金加算金及び過料

公 営 企 業 貸 付 金
元 利 収 入

新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術

総 合 開 発 機 構 か ら の も の

特別区財政調整交付金

国 庫財 源を 伴う もの

一 部事務 組合配分金

収 益 事 業 収 入

電 源 立 地 地 域 対 策
交 付 金

特定防衛施設周辺整備
調 整 交 付 金

社 会 資 本 整 備
総 合 交 付 金

災 害 復 旧 事 業

普 通 建 設 事 業

児童保護費等負担金

生 活 保 護 費 負 担 金

法定受託事務に係るもの

自 治 事 務 に 係 る も の

公 営 住 宅 使 用 料

交通安全対策特別交付金

航 空 機 燃 料 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

障害者自立支援給付費
等 負 担 金

同級他団体からのもの

失業対策事業費支出金

災害復旧事業費支出金

公 立 高 等 学 校 授 業 料
不 徴 収 交 付 金

障 害 者 自 立 支 援
給 付 費 等 負 担 金

普通建設事業費支出金

分 担 金 及 び 負 担 金

石 油 ガ ス 譲 与 税

特 別 と ん 譲 与 税

地 方 道 路 譲 与 税

委 託 金

そ の 他

そ の 他

そ の 他

委 託 金

そ の 他

財 産 運 用 収 入

財 産 売 払 収 入

土 地 建 物

立 木 竹

そ の 他

貸 付 金 元 利 収 入

受 託 事 業 収 入

預 金 利 子

雑 入

そ の 他

諸 収 入

地 方 債

保 育 所 使 用 料

そ の 他

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 揮 発 油 譲 与 税

震災復興特別交付税

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

東 日 本 大 震 災
復 興 交 付 金

児 童 手 当 等 交 付 金

児 童 手 当 等 交 付 金

参

考

不 納 欠 損 額

地 方 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料

授 業 料

保 育 所 使 用 料

公 営 住 宅 使 用 料

そ の 他

手 数 料

財 産 収 入

諸 収 入

そ の 他

地 方 創 生 関 係 交 付 金

分離課税所得割交付金

道 府 県 民 税 所 得 割
臨 時 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

ふ る さ と 納 税

地方創生応援税制に係る
寄 附 金

そ の 他



地　方　税 1 市民税・個人所得割分 19,893 278 1 市民税・法人税割 1,895 △ 1,984

2 固定資産税・土地 8,146 169 2 都市計画税・家屋 1,144 △ 39

3 固定資産税・償却 1,510 103 3 都市計画税・土地 2,076 △ 34

国庫支出金 1 管内私立保育所運営費負担金 2,284 994 1 保育所等整備交付金 215 △ 968

2 社会資本整備総合交付金（街路） 966 438 2 臨時福祉給付金給付事業費補助金 △ 479

3 循環型社会形成推進交付金 238 215 3 学校施設環境改善交付金 135 △ 184

うち 1 障害者自立支援給付費負担金 1,774 141 1 障害者医療費負担金 114 △ 1

障害者自立支援
給付費等負担金 2 2

うち 1 地方創生推進交付金 12 6 1

地方創生関係交
付金 2 2

都支出金 1 市町村土木補助事業費補助金 1,115 497 1 待機児童解消区市町村支援事業費補助金 135 △ 694

2 管内私立保育所運営費負担金 1,071 404 2 みちづくり・まちづくりパートナー事業補助金 30 △ 118

3 市町村総合交付金 1,419 319 3 衆議院議員選挙及び最高裁国民審査事務費委託金 △ 73

繰　入　金 1 財政調整基金繰入金 2,732 2,262 1 介護保険事業特別会計繰入金 65 △ 39

2 公共施設整備基金繰入金 734 134 2 国民健康保険事業特別会計繰入金 51 △ 25

3 都市基盤整備事業基金繰入金 638 127 3 下水道事業特別会計繰入金 54 △ 23

地　方　債 1 駅前広場整備事業 883 824 1 公遊園等整備事業 131 △ 512

2 資源化施設整備事業 745 494 2 区画道路等整備事業 124 △ 174

3 鉄道敷地等整備事業 323 323 3 小・中学校校舎等整備事業 1,154 △ 136

（単位：百万円，％）

増減率
事業名・増理由 本年度事業費 対前年度増減額

特徴点【減理由】

本年度事業費事業名・減理由

（２）歳　入
　  　 歳　　入（その１）

区　　分
平　 成　 29　 年　 度

決　 算　 額 構成比決　 算　 額

平　 成　 30　 年　 度

構成比

特徴点【増理由】
増 減 額

△ 1,396 △ 3.144,352 46.6 45,748

対前年度増減額

　　　３　地方債については、「一般単独」等の種別ではなく、「○○建設事業」等の具体的事業名で記載すること。

3.5 1,389

50.0

151

587

14,981 15.7 14,688 16.1 293

2,041

団体名 調布市

（注）１　「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含めないこと。
　　　２　「特徴点【増理由】」には、主な増要因について、増額幅の大きい順に、「特徴点【減理由】」については、主な減要因について、減額幅の大きい順に記載すること。

8.6

12.612.7 11,473

1.9

0.0 6 0.0

12,060

4,589

4.8

4.8

4,612 3,223

2.0

1,900 2.0 1,749

200.012 6

43.1

2.2 2,548

5.1

124.8



分　担　金 1 管内私立保育所運営費負担金 999 215 1 市立知的障害者援護施設運営費負担金 113 △ 3

及び 2 子ども発達センター事業運営費負担金 65 19 2 養育医療事業認定者負担金 3 △ 3

負　担　金 3 障害者支援施設等負担金 225 8 3 老人保護措置費負担金 5 △ 1

使　用　料 1 管内公立保育所運営費負担金 296 20 1 市営住宅使用料 86 △ 3

及び 2 自転車駐車場等使用料 271 15 2 高齢者配食サービス利用料 13 △ 2

手　数　料 3 一般廃棄物処理手数料 538 10 3 保育園一時預かり使用料 10 △ 2

1 不動産売払収入 147 61 1 公共施設整備基金利子収入 5 △ 7

2 井上欣一社会福祉事業基金利子収入 1 1 2 財政調整基金利子収入 2 △ 4

3 調布エフエム放送株式会社株式配当金 1 1 3 都市基盤整備事業基金利子収入 2 △ 2

1 都道拡幅物件補償料 159 159 1 資源物売払代金 120 △ 15

2 区市町村観光インフラ整備支援補助金 32 32 2 市税延滞金 40 △ 14

3 電線共同溝建設負担金 7 7 3 十一市競輪事業組合配分金 9 △ 8

2.0

0.5

0.1財産収入

諸　収　入

512.1

1600.6 447

（注）　「特徴点【増理由】」には、主な増要因について、増額幅の大きい順に、「特徴点【減理由】」については、主な減要因について、減額幅の大きい順に記載すること。

本年度事業費事業名・減理由
増 減 額

特徴点【減理由】

234 18.7

対前年度増減額構成比

1,250

          

特徴点【増理由】

本年度事業費 対前年度増減額

35.8

2.7

団体名

　　

38.2

平　 成　 30　 年　 度

（単位：百万円，％）

調布市

増減率

1,952

区　　分
構成比決　 算　 額

1.4

1,901

0.2 131

事業名・増理由

平　 成　 29　 年　 度

決　 算　 額

607

1.6

181 50

1,484

（２）歳　入
　　   歳　　入（その２）



[AGNHY208]

平成３０年度 ７頁

　　　　　　     市町村税の徴収実績
団体コード １３２０８０ 都道府県名 東京都
表番号 ０６ 団  体  名 調布市 (単位：千円)

（1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

区 分   調 定 済    額 収 　　 入    済　　  額 （参考）

行 現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 合 計
のうち徴収猶予

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 合 計
―×100 前年度（％） ―×100 ―×100

収入済額

税 目 別 （％） （％） （％）
増減率 (％)

一 普 通 税 0 1 41,134,747 653,541 41,788,288 269,468 40,844,139 287,196 41,131,335 269,199 99.3 99.3 43.9 98.4 △3.1

1 法 定 普 通 税 0 2 41,134,747 653,541 41,788,288 269,468 40,844,139 287,196 41,131,335 269,199 99.3 99.3 43.9 98.4 △3.1

(1) 市 町 村  民 税 0 3 22,873,938 404,657 23,278,595 269,468 22,659,606 214,745 22,874,351 269,199 99.1 99.1 53.1 98.3 △6.8

(ｱ) 個 人 均 等 割 0 4 440,232 8,467 448,699 435,148 4,516 439,664 98.8 98.8 53.3 98.0 2.8

(ｲ) 所 得 割 0 5 19,896,494 382,659 20,279,153 19,689,054 204,327 19,893,381 99.0 98.9 53.4 98.1 1.4

上記のうち退職所得分 0 6 194,507 194,507 194,507 194,507 100.0 100.0 100.0 7.6

(ｳ) 法 人 均 等 割 0 7 644,932 3,440 648,372 644,473 1,501 645,974 99.9 100.0 43.6 99.6 4.3

(ｴ) 法 人 税 割 0 8 1,892,280 10,091 1,902,371 269,468 1,890,931 4,401 1,895,332 269,199 99.9 100.0 43.6 99.6 △51.1

(2) 固  定 資  産 税 0 9 16,920,378 241,548 17,161,926 16,847,353 70,634 16,917,987 99.6 99.5 29.2 98.6 2.1

(ｱ) 純 固 定 資 産 税 1 0 15,981,683 241,548 16,223,231 15,908,658 70,634 15,979,292 99.5 99.5 29.2 98.5 2.4

(ⅰ) 土 地 1 1 8,150,432 123,185 8,273,617 8,109,609 36,021 8,145,630 99.5 99.5 29.2 98.5 2.1

(ⅱ) 家 屋 1 2 6,327,725 95,638 6,423,363 6,296,031 27,967 6,323,998 99.5 99.5 29.2 98.5 1.5

(ⅲ) 償 却  資 産 1 3 1,503,526 22,725 1,526,251 1,503,018 6,646 1,509,664 100.0 99.9 29.2 98.9 7.3

(ｲ) 交 付 金 1 4 938,695 938,695 938,695 938,695 100.0 100.0 100.0 △1.3

1 5

1 6

(3) 軽  自 動  車 税 1 7 124,291 7,336 131,627 121,040 1,817 122,857 97.4 97.1 24.8 93.3 2.9

(4) 市 町 村 た ば こ 税 1 8 1,216,140 1,216,140 1,216,140 1,216,140 100.0 100.0 100.0 △1.1

(5) 鉱 産 税 1 9

(6) 特 別 土 地 保 有 税 2 0

(ｱ) 保 有 分 2 1

(ｲ) 取 得 分 2 2

(ｳ) 遊 休 土 地 分 2 3

2 法 定 外 普 通 税 2 4

二 目 的 税 2 5 3,220,782 68,825 3,289,607 3,204,607 16,214 3,220,821 99.5 99.5 23.6 97.9 △2.2

1 2 6 3,220,782 68,825 3,289,607 3,204,607 16,214 3,220,821 99.5 99.5 23.6 97.9 △2.2

(1) 2 7

(2) 2 8

(3) 2 9 3,220,782 68,825 3,289,607 3,204,607 16,214 3,220,821 99.5 99.5 23.6 97.9 △2.2

(ｱ) 3 0 2,076,429 44,371 2,120,800 2,066,002 10,453 2,076,455 99.5 99.5 23.6 97.9 △1.6

(ｲ) 3 1 1,144,353 24,454 1,168,807 1,138,605 5,761 1,144,366 99.5 99.5 23.6 97.9 △3.3

(4) 3 2

(5) 3 3

(6) 3 4

2 法 定 外 目 的 税 3 5

三 旧 法  に よ る 税 3 6

合 計 ( 一 ～ 三 ） 3 7 44,355,529 722,366 45,077,895 269,468 44,048,746 303,410 44,352,156 269,199 99.3 99.3 42.0 98.4 △3.1 189,853

国 民 健 康 保 険 税 3 8 4,460,030 924,472 5,384,502 4,136,254 293,754 4,430,008 92.7 92.7 31.8 82.3 △1.9 95,689

国 民 健 康 保 険 料 3 9

介　 護　保　険　 料 4 0 38,810

後期高齢者医療保険料 4 1 8,779

Ｆ

税率超過調定額 に 係 る 調 定 済 額 税率超過収入済額
の 対前 年度

Ａ

( )

( )

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｇ Ｈ

Ｃの う ち 標 準 の う ち 標 準 Ｇ

法 定 目 的 税

入 湯 税

事 業 所 税

都 市 計 画 税

水 利 地 益 税

共 同 施 設 税

宅 地 開 発 税

土 地

家 屋

( )

( )

Ｆ Ｇ

ＣＢ

Ｅ

Ａ

( )

( )

( )

Ｃ Ｇ

不 納 欠 損 額



７．地方税の増減に関する調（０６表関係）

現　年　分 滞 繰 分 合　　計 現　年　分 滞 繰 分 合　　計 現 年 分 滞 繰 分 合　　計 現年 滞繰 合計

40,844,139 287,196 41,131,335 42,088,112 365,525 42,453,637 △ 1,243,973 △ 78,329 △ 1,322,302 △ 3.0 △ 21.4 △ 3.1

22,659,606 214,745 22,874,351 24,286,907 255,492 24,542,399 △ 1,627,301 △ 40,747 △ 1,668,048 △ 6.7 △ 15.9 △ 6.8

435,148 4,516 439,664 422,316 5,319 427,635 12,832 △ 803 12,029 3.0 △ 15.1 2.8

19,689,054 204,327 19,893,381 19,371,682 243,943 19,615,625 317,372 △ 39,616 277,756 1.6 △ 16.2 1.4

194,507 0 194,507 180,698 0 180,698 13,809 0 13,809 7.6 　 7.6

644,473 1,501 645,974 618,576 858 619,434 25,897 643 26,540 4.2 74.9 4.3

1,890,931 4,401 1,895,332 3,874,333 5,372 3,879,705 △ 1,983,402 △ 971 △ 1,984,373 △ 51.2 △ 18.1 △ 51.1

15,908,658 70,634 15,979,292 15,502,819 108,229 15,611,048 405,839 △ 37,595 368,244 2.6 △ 34.7 2.4

8,109,609 36,021 8,145,630 7,920,982 55,321 7,976,303 188,627 △ 19,300 169,327 2.4 △ 34.9 2.1

6,296,031 27,967 6,323,998 6,184,558 43,196 6,227,754 111,473 △ 15,229 96,244 1.8 △ 35.3 1.5

1,503,018 6,646 1,509,664 1,397,279 9,712 1,406,991 105,739 △ 3,066 102,673 7.6 △ 31.6 7.3

938,695 0 938,695 951,042 0 951,042 △ 12,347 0 △ 12,347 △ 1.3 　 △ 1.3

121,040 1,817 122,857 117,554 1,803 119,357 3,486 14 3,500 3.0 0.8 2.9

1,216,140 0 1,216,140 1,229,790 1 1,229,791 △ 13,650 △ 1 △ 13,651 △ 1.1 △ 100.0 △ 1.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

3,204,607 16,214 3,220,821 3,269,131 24,792 3,293,923 △ 64,524 △ 8,578 △ 73,102 △ 2.0 △ 34.6 △ 2.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

3,204,607 16,214 3,220,821 3,269,131 24,792 3,293,923 △ 64,524 △ 8,578 △ 73,102 △ 2.0 △ 34.6 △ 2.2

2,066,002 10,453 2,076,455 2,094,992 15,887 2,110,879 △ 28,990 △ 5,434 △ 34,424 △ 1.4 △ 34.2 △ 1.6

1,138,605 5,761 1,144,366 1,174,139 8,905 1,183,044 △ 35,534 △ 3,144 △ 38,678 △ 3.0 △ 35.3 △ 3.3

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

44,048,746 303,410 44,352,156 45,357,243 390,317 45,747,560 △ 1,308,497 △ 86,907 △ 1,395,404 △ 2.9 △ 22.3 △ 3.1

保 有 分

取 得 分

法 定 外 目 的 税

旧 法 に よ る 税

法 定 目 的 税

入 湯 税

家 屋

事 業 所 税

そ の 他

合 計

一部法人の事業年度変更に伴う減

（土地）評価替えによる増

軽 自 動 車 税 （建物）新築家屋分の増

市 町 村 た ば こ 税

団  体  名 調布市

都 市 計 画 税

土 地

そ の 他 の 税

(単位：千円、％)
平成30年度収入済額　（Ａ） 平成29年度収入済額　（Ｂ） 増　減　額　　(Ａ-Ｂ) 増 減 率

区　　分

納税義務者数の増による

うち退職所得分

法 人 均 等 割

○個人均等割・個人所得割

増　減　の　主　な　理　由
   (増減率の大きい税目については必ず記入すること)

法 定 外 普 通 税

特 別 土 地 保 有税

償 却

法 定 普 通 税

個 人 所 得 割

市 町 村 民 税

土 地

純 固 定 資 産 税

交 付 金

家 屋

○固定資産税

個 人 均 等 割

鉱 産 税

〇法人税割法 人 税 割

（償却）商業施設の開業に伴う増


